
貸 借 対 照 表 
（２０２５年３月３１日現在）

(単位：百万円)

科目 金額 科目 金額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

 流動資産 208,819  流動負債 168,641

　　現金及び預金 23,184     買掛金 52,827

　　割賦売掛金 109,459     支払承諾 28,926

　　営業貸付金 29,101     短期借入金 52,590

 支払承諾見返 28,926  1年内返済予定の長期借入金 8,122

　　その他の営業債権 2,644 リース債務 5

　　未収収益 589 　　未払金 2,197

　　立替金 15,149  未払法人税等 9

    未収入金 8,852     未払費用 214

    その他 888 　　前受金 1,686

    貸倒引当金 △ 9,976     預り金 19,041

    賞与引当金 27

 固定資産 19,589 　　契約負債 2,060

 有形固定資産 3,728  株式給付引当金 7

　建物及び構築物 1,246  割賦利益繰延 924

 器具及び備品他 386

　 土地 2,089 　固定負債 16,971

リース資産 5 　　長期借入金 11,942

　　無形固定資産 5,419     預り保証金 3,542

ソフトウェア 5,326  利息返還損失引当金 1,486

 その他 92

 投資その他の資産 10,442

 投資有価証券 1,257 負 債 合 計 185,612

長期貸付金 5,500

 長期前払費用 2,527 (純資産の部)

 敷金及び保証金 36  株主資本 42,104

繰延税金資産 1,081 　　資本金 100

その他 40  資本剰余金 14,375

　　 資本準備金 50

 その他資本剰余金 14,325

　 利益剰余金 27,629

　その他利益剰余金 27,629

　  繰越利益剰余金 27,629

 評価・換算差額等 692

　　その他有価証券評価差額金 692

　　純 資 産 合 計 42,796

　　資 産 合 計 228,409 　　負 債・純 資 産 合 計 228,409
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損 益 計 算 書

(
２０２４年４月  １日から

２０２５年３月３１日まで)

（単位：百万円）

科  目

 営業収益

　　包括信用購入あっせん収益 22,837

　　個別信用購入あっせん収益 0

　　信用保証収益 1,903

　　融資収益 3,336

　　その他の営業収益 10,431

　　金融収益 35 38,545

 営業費用

　　販売費及び一般管理費 36,599

    金融費用 1,353 37,953

    営業利益 592

 営業外収益

　　貸付金利息 79

    その他 20 99

 営業外費用

　　雑損失 9 9

    経常利益 682

 税引前当期純利益 682

 法人税、住民税及び事業税 △ 25

 法人税等調整額 △ 65 △ 90

    当期純利益 772

金  額
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

(
２０２４年４月  １日から

２０２５年３月３１日まで)

(単位：百万円)

その他利
益剰余金

繰越利益
剰余金

当期首残高 100 50 14,325 14,375 26,856 26,856 41,331 640 640 41,972

当期変動額

 当期純利益 772 772 772 772

 株主資本以外の項目の当期変動額

　(純額)
52 52 52

当期変動額合計 - - - - 772 772 772 52 52 824

当期末残高 100 50 14,325 14,375 27,629 27,629 42,104 692 692 42,796

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有価
証券評価差

額金

評価・換算
差額等合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益剰余
金合計

株主資本 評価・換算差額等
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) その他有価証券

市場価格のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）。 

市場価格のないもの 移動平均法による原価法 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、一部の事業用賃貸資産及び建物 

（附属設備を除く）については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

建物及び構築物 2～62 年 

器具及び備品他 3～17 年 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 割賦売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般営業債権につ

いては、貸倒実績率を勘案し必要と認められる額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額の

うち当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 利息返還損失引当金 将来の利息返還金の発生に備えるため、過去の返還実績を踏まえ、かつ、

最近の返還状況等を勘案し、返還見込額を合理的に見積り計上しており

ます。 

(4) 株式給付引当金  「譲渡制限付株式報酬制度」における、取締役等（監査役及び社外取締

役並びに国内非居住者を除く。）に対する将来の親会社株式の交付に備

えるため、当事業年度末における負担見込額を計上しております。 

５．重要な収益及び費用の計上基準 

(1) 営業貸付金利息

営業貸付金利息は発生基準により計上しております。なお、「営業貸付金」に係る未収利息につきまして

は、利息制限法利率又は約定利率のいずれか低い方により計上しております。
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(2) 割賦販売に係る収益の計上基準

アドオン方式による顧客手数料につきましては、契約時に一括して「割賦利益繰延」に計上し、請求期到

来のつど収益計上しております。なお、収益の期間配分方法は、７・８分法によっております。

残債方式及びリボルビング方式による顧客手数料につきましては、請求期到来のつど収益計上しておりま

す。なお、収益の期間配分方法は、残債方式によっております。

(3) 信用保証収益

残債方式により収益計上しております。

(4) 顧客との契約から生じる収益

当社グループにおいて、顧客との契約から生じる収益である加盟店手数料、自社ポイント制度に係る収益、

カード年会費等は、以下の５ステップアプローチに基づき、履行義務を充足した時に又は充足するにつれ

て、充足した履行義務に配分された額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

 顧客との契約から生じる収益の履行義務に関する情報は以下の通りです。 

（a）一時点で充足される履行義務

加盟店手数料につきましては、カード会員のショッピング取引時に、決済サービスの提供という履行

義務が充足されるため、同時点で包括信用購入あっせん収益として収益を認識しております。

 自社ポイント制度に係る収益につきましては、カード会員のクレジットカード利用金額に応じて付与 

   した自社ポイントに相当する費用を加盟店手数料から控除し、契約負債として繰延べ、履行義務が充

足されるポイント使用時に包括信用購入あっせん収益として収益を認識しております。 

（b）一定の期間にわたり充足される履行義務

カード年会費につきましては、年会費の契約期間に応じて履行義務を充足するため、当該履行義務が

充足される契約期間に応じてその他の営業収益として収益を認識しております。

   なお、上記収益は顧客との契約に基づき計上しており、約束した対価の金額に変動対価の見積り及び

金融要素は含まれておりません。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建の資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。 

７．控除対象外消費税等の会計処理 資産に係る控除対象外消費税額等のうち、税法に定める繰延消費税額等

は長期前払消費税等に計上のうえ、5 年間で均等償却し、繰延消費税額

等以外は、発生年度に費用処理しております。

８．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続 

(1) 重要な債務保証の資産及び負債の計上基準

債務保証を行う業務に係る債務保証残高については、貸借対照表の流動資産に

「支払承諾見返」として、また、流動負債に「支払承諾」として両建て表示し

ております。

９．グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。
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 ２．会計方針の変更等に関する注記 

  法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用 

 「法人税、住民税及び事業税に関する会計基準」(企業会計基準第 27 号  2022 年 10月 28 日。以下、「2022 年改正会計基準」

といいます。)等を当事業年度の期首から適用しております。 

 これにより、その他の包括利益に対して課税される場合の法人税等の計上区分及びグループ法人税制が適用される場合の子

会社株式等の売却に係る税効果の取扱いを変更しております。 

 また、法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正については、2022 年改正会計基準第 20-3 項ただ

し書きに定める経過的な取扱い、及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 28 号 2022 年 10

月 28 日)第 65-2 項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。 

 なお、計算書類に与える影響はありません。  

３．会計上の見積りに関する注記 

１．貸倒引当金 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 9,976 百万円

(2) その他の情報

①算出方法

割賦売掛金、営業貸付金、支払承諾見返、その他営業債権等を債務者の支払状況等に基づいた信用リスクに応じて正常債

権、管理債権に分類しております。 

ア．正常債権

割賦売掛金、営業貸付金、支払承諾見返の商品種別ごとに平均取引期間等の算定期間における貸倒実績率を用い

て貸倒見積高を算出しております。

イ．管理債権

一定期間以上の支払遅延のある債権については、割賦売掛金、営業貸付金、支払承諾見返の商品種別ごとに債務

者の遅延期間等により信用リスクに応じて分類し、それぞれの分類における平均残存期間等の算定期間における

貸倒実績率を用いて貸倒見積高を算出しております。

②主要な仮定

事業年度末における経済状況の変化は、債務者へ直接的又は間接的な影響を与える可能性があります。当該変化を

割賦売掛金、営業貸付金、支払承諾見返、その他営業債権等の評価に反映するために貸倒実績率の補正要否に関する判断

を行っております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

過去の実績や入手可能な情報等をもとに様々な要因を考慮して貸倒引当金を計上しておりますが、将来の不確実な経済状

況の変化が債務者へ直接的又は間接的な影響を与える可能性があり、その結果として現れる回収状況等に応じて貸倒実績

率の判断が変化する場合には、貸倒引当金に増減が生じる可能性があります。 

２．利息返還損失引当金 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 1,486 百万円

(2) その他の情報

当社が提供している、あるいは過去提供していたローン契約等において、2010 年改正以前の出資法に基づき受領した利

息のうち、ご利用者が利息返還請求権を有するとされる利息が一部に存在しています。

そのため、当社は「業種別委員会報告第 37 号 消費者金融会社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上に関す

る監査上の取扱い」に準拠し、利息返還請求に備えるため、利息返還損失引当金を積み立てております。
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①算出方法

利息制限法の上限を超えて支払われた利息（以下、「超過利息」という。）の返還請求がなされるであろう件数（請求件数）、

１件当たりの超過利息返還額（返還単価）の他、複数の要素を加味し、将来返還が見込まれる額を見積っております。

②主要な仮定

超過利息の返還請求件数、１件当たりの超過利息返還額等が将来どのように遷移していくかについて、直近の弁護士 

事務所・司法書士事務所の動向等の経営環境や当社の交渉方針の変化を踏まえて予測を行っております。 

③翌事業年度の計算書類に与える影響

過去の返還実績を踏まえ、かつ、最近の返還状況等を考慮しているため、請求件数や返還単価が見積りから大きく 

乖離した場合等には、利息返還損失引当金が増減する可能性があります。 

４．貸借対照表に関する注記 

１．部門別割賦売掛金残高 

部 門 期 末 残 高 

百万円 

包括信用購入あっせん １０９，４５９ 

個別信用購入あっせん ０ 

計 １０９，４５９ 

２．部門別割賦利益繰延残高 

部 門 期 末 残 高 

百万円 

包括信用購入あっせん ９２４ 

個別信用購入あっせん - 

計 ９２４ 

３．流動化に伴いオフバランスとなった債権の部門別残高 

部 門 期 末 残 高 

百万円 

包括信用購入あっせん ６，０３２ 

融 資 １，６２６ 

計 ７，６５９ 

４．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産

定 期 預 金  ４，６４６百万円 

割 賦 売 掛 金 ５６，８１２百万円 

営 業 貸 付 金 １８，１０１百万円 

計 ７９，５５９百万円

(2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 ５２，５９０百万円 

１年以内返済予定長期借入金  ５，２２０百万円 

長 期 借 入 金  ８，７８０百万円 

 計 ６６，５９０百万円  

短期借入金に対し、親会社でありますアイフル株式会社より割賦売掛金 2百万円、

営業貸付金 10 百万円の担保提供を受けております。 

  割賦売掛金及び営業貸付金の金額は、債権譲渡登記時点の金額であります。 

５．貸倒引当金のうち、営業貸付金等に優先的に充当すると見込まれる利息返還見積額  １５６百万円 
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６．有形固定資産の減価償却累計額 １０，９４０百万円 

７．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短 期 金 銭 債 権 ３４百万円 

長 期 金 銭 債 権 －百万円 

短 期 金 銭 債 務 ３，５７５百万円 

長 期 金 銭 債 務   －百万円 

 ８．取締役等に対する金銭債務 

短 期 金 銭 債 務 ２百万円 

５．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高 営業取引高 

営 業 収 益 １５１百万円 

営 業 費 用 ３，６４１百万円 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普 通 株 式 １，１８４ － － １，１８４ 

７．税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(単位：百万円) 

(繰延税金資産) 

貸倒引当金 １，７３０ 

利息返還損失引当金     ４５９ 

貸倒損失     ５２１ 

減価償却費  ２５０ 

投資有価証券評価損 １４ 

その他     ４９３ 

繰延税金資産小計 ３，４７０ 

評価性引当額 △２，１７３

繰延税金資産合計 １，２９６ 

(繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △２１４

繰延税金負債合計 △２１４

(繰延税金資産純額) １，０８１ 
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８．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、事業計画に照らして、必要な資金を親会社及び金融機関等より調達しております。なお、一時的な余資は

主に流動性の高い金融資産で運用しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である割賦売掛金及び営業貸付金等は、顧客の契約不履行等の信用リスクに晒されております。また、投

資有価証券は、主に業務上の関係を有する会社の株式を保有するものであり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 

 営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。債権流動化に伴うサービシング業務

における代行回収等による預り金については一時的な預り金であり、市場変動リスクには晒されておりません。 

借入金は、主に運転資金に係る資金調達であり、このうち一部は、金利変動リスクに晒されております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

割賦売掛金及び営業貸付金等に係る顧客の信用リスクは、当社の与信決裁運用規程に従いリスク低減を図ってお

ります。 

②価格変動リスクの管理

投資有価証券は、当社の有価証券取扱規程に従い、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しするとともに、適宜必要な減損処理等を実施しております。 

③市場リスクに係る定量的情報

当社は、金融商品に係る市場リスクに関する定量的分析を利用しておりません。 

（金利リスク） 

当社において、主要なリスク変数である金利の変動により時価が変動する主たる商品は、「割賦売掛金」「営業貸 

付金」、及び「長期借入金」であります。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項の補足事項

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格のない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、

当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項 

2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、市場 

価格のないものは、次表に含めておりません。 

（単位：百万円） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金

(2) 割賦売掛金

割賦利益繰延 （※１） 

貸倒引当金  （※２） 

２３，１８４ 

１０９，４５９ 

△９２４

△５，６０８

２３，１８４ － 

１０２，９２６ １０３，０６３ １３７ 

(3) 営業貸付金

貸倒引当金 （※２） 

２９，１０１ 

△２，２０３

２６，８９７ ３０，２２４ ３，３２６ 

(4) 立替金 １５，１４９ １５，１４９ － 

(5) 投資有価証券 １，２３５ １，２３５ － 

  資産計 １６９，３９３ １７２，８５７ ３，４６３ 

(1) 買掛金

(2) 短期借入金

(3) 預り金

(4) 長期借入金   （※３） 

(５２，８２７) 

(５２，５９０) 

（１９，０４１) 

(２０，０６４) 

(５２，８２７) 

(５２，５９０) 

（１９，０４１) 

(２０，０５５) 

－ 

－ 

－ 

△９

  負債計 (１４４，５２４) (１４４，５１４) △９

（※１）割賦売掛金に係る割賦利益繰延を控除しております。 

（※２）割賦売掛金及び営業貸付金に対して計上している貸倒引当金をそれぞれ控除しております。 

（※３）１年内返済予定の長期借入金を含めております。 

（※４）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

（資産） 

(1) 現金及び預金

預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(2) 割賦売掛金

割賦売掛金の時価は、回収可能性を反映した元本及び手数料の受取見込額から回収費用見込額を控除し

た額を、残存期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(3) 営業貸付金

営業貸付金の時価は、回収可能性を反映した元利金の受取見込額から回収費用見込額を控除した額を、

残存期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(4) 立替金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(5) 投資有価証券

これらの時価について、株式及び債券は取引所の価格によっております。

（負債） 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 預り金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(4) 長期借入金

長期借入金のうち、変動利率によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行

後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によ

っております。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。
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２．市場価格のない株式等 

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 投資有価証券

非上場株式 （※１） ２２ 

（※１） 非上場株式であり、市場価格のない株式等であることから、時価の開示は行っておりません。 

９．関連当事者との取引に関する注記 

種 類 会社 名 

議決権等の 

所有(被所有) 

割 合 

関連当事者との関係 取引内容 
取引金額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 
アイフル

株式会社 

(被所有) 

直接

100.0% 

ＡＴＭ利用提携 

ローン業務提携

出 向 者 の 受 入 

役 員 の 兼 任 

営業債権に関する 

回収及び支払の代行 

営業債権に関する 

集金の代行 

出向者の受入 

出向料の支払 

(注)１ 
3,322 未 払 金 40 

回 収 の 代 行 

回 収 代 行 

(注)２ 
569 預 り 金 50 

集 金 の 代 行 

集 金 代 行 

(注)３ 
46,377 預 り 金 3,411 

親会社の

子会 社 

AG ﾍﾟｲﾒﾝﾄ

ｻｰﾋﾞｽ株

式会社 

なし 
営業債権に関する 

集金の代行 

集 金 の 代 行 

集 金 代 行 

(注)３ 

21,472 預 り 金 1,517 

親会社の

子会 社 

AG ﾋﾞｼﾞﾈｽ

ｻﾎﾟｰﾄ株

式会社 

なし 資金の援助 

資金の貸付 

(注)４ 
206,100 長期貸付金 5,500 

資金の回収 

(注)４ 
207,100 － － 

資金利息 

(注)４ 
79 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．出向料の支払については、出向元の規定を基礎として決定しております。 

２．回収代行については、発生額のみを精算しております。 

３．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。 

４．資金の貸付条件につきましては、市場金利及び当社における調達金利等を勘案し合理的に決定し

ております。

５．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

１０．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 ３６，１４５，９６０円３３銭 

２．１株当たり当期純利益金額 ６５２，５４６円７９銭 
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１１．収益を理解するための基礎となる情報 
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の百万円未満の端数は、切り捨てて表示しております。 
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